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特集テーマ; 『活力あるユビキタスネット社会の実現』

ユビキタス化の進展と経済活動のグローバル化が経済成長、地域経済、企業活動、国民生活に
与える影響について調査、分析

グローバル
地域

（ローカル)

成長
第2節：情報通信産業の成長と国際競争力の強化

生活

情報通信による地域経済成長

（地域経済成長に対するユビキタス化の寄与につ

いて生産関数を用いて分析）

情報通信産業の

国際競争力の強化

地域の情報化による

地域活性化

（自治体における地域情報化の

現状とその効果について分析）

地域間デジタル・ディバイドの解消

（情報通信利用における地域格差の現

状について考察）

ユビキタスネット社会に

おけるメディア

（メディア利用における世

代別特徴等について分析）

変化する消費行動

（インターネットの普及に伴う

消費行動プロセスへの影響

について分析）

安心・安全なユビキタス

ネット社会実現への課題

（インターネット利用に伴う課題

の現状と対策について考察）

第１節：情報通信による地域経済の活性化

第３節：ユビキタス化がもたらす新たな国民生活

情報通信産業の成長

（情報通信産業の市場規模、

実質GDP成長への寄与等）

情報通信産業の競争力の現状

（世界市場シェア等から分析）

情報通信産業の競争力強化に

向けた課題

（海外進出度、収益性等から分析

及び資金、人材、研究開発について

考察）
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1. 現状

地域を取り巻く環境の変化
・少子高齢化・過疎化の急速な進展
・ICT普及に伴うグローバル競争の激化

地域の抱える弱み

地域の抱える強み

人材・資金・知識・情報の不足
・伝統文化の喪失
・地場産業の衰退
・自治体財政の悪化 等

地域固有の資源を活用し、地域活性化に
つなげることを期待

・農産品 ・特産品 ・観光資源
・伝統文化 ・地場産業 等

の
活
用

ICT活用により期待される効果

地域経済成長
・テレワークの活用による労働力不足の解消
・ユビキタス化と情報通信資本の蓄積による経済
成長の底上げ 等

地域の情報発信力
・ネット販売システムの利用による「地域ブランド」
の宣伝、農産品・特産品の販路拡大
・観光情報提供システムによる観光客誘致 等

住民の利便性向上・安心安全な暮らし
・遠隔医療の実施による地域医療の確保
・e-ラーニングシステムの利用による情報の偏在
の是正
・電子申請システムの活用による行政サービス
の向上 等

ICTの活用は、地域が抱える弱み

を克服し、強みを発揮するのに有力

２．課題分析

ICTの活用が十分ではない！

課題1 成長の格差

課題２ 情報の格差

課題３ 利用の格差

情報通信による地域経済成長 （１－（１））

分析1： 情報通信資本の蓄積とネットワーク
経済性が地域経済に及ぼす影響

分析2： 経済全体の実質GDPを効率的に
押し上げる情報通信資本の配分

地域間デジタル・ディバイドの解消 （１－（２））

分析1： 地域間デジタル・ディバイドの現状

地域情報化による地域の活性化 （１－（３））

分析1： 自治体のICT活用状況と活用の鍵となる要因
分析２： 地域の抱える弱み(過疎化・高齢化）

を克服するためのICTの活用

分析３： ICTの活用状況と地域活性化との関係

結果1： すべての都道府県の経済成長に
プラスに寄与

結果２： 情報通信資本装備率の低い自治体に
集中的に配分する事が効果的

結果1： ブロードバンドについては格差の
解消が進んでいない

結果1－1： 活用度に自治体間で格差

結果1－2： 予算よりも推進体制の整備等が鍵

結果２： 福祉・保健、産業・農業、交通・観光
分野で集中的に活用

結果３： 所得や行政サービス向上等との相関
関係が存在

ICT

１ 情報通信による地域経済の活性化（全体像）
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１ 情報通信による地域経済の活性化

（１）情報通信による地域経済成長

○各都道府県のユビキタスネットワークの進展状況をユビキタス指数として表すと、2000年から2005年の間に、東京都では7.6

倍の伸びを示しているのに対し、青森県では4.7倍の伸びにとどまっており、都道府県ごとにばらつきが見られる。(図1-1)

○各都道府県の実質県内総生産成長に対する、情報通信資本によるネットワーク経済性及び利用面の効果は、すべての都道府

県においてプラスに寄与しており、寄与率が5割を超える都道府県は35に上る。また、2011年には、寄与度は更に高まると予測

される。(図1-2、図1-3)

図1-1 都道府県別ユビキタス指数の推移
図1-2 都道府県別の実質県内総生産成長率平均値（2001年～2005年）の要因分解

図1-3 単純予測に基づく都道府県別2011年実質県内総生産成長率の要因分解

ユビキタスネットワーク→利用者のすそ野の拡大（普及の拡大）

＋利用機会の増大・利用形態の多様化（利用の深化）

ユビキタス指数は次の８系列により算出

普及の拡大：固定電話加入契約数、移動体通信加入契約数、パソコン世帯普及率、

インターネット人口普及率、ブロードバンド契約数（５系列）

利用の深化：情報流通センサス選択可能情報量、企業におけるテレワーク実施率、

ソフトのマルチユースの割合（３系列）

（※）情報通信資本の経済成長に与える効果は、ユビキタス化の進展度により異なることから、ここで
用いた生産関数モデルでは、ユビキタス指数を乗じた情報通信資本ストックの寄与度を推計している。

図1-1～1-3 （出典）「ユビキタス化による地域経済成長に関する調査」



4

○前ページ(図1-3)で行った将来予測で用いた情報通信資本の１％の増加分を都道府県の情報通信資本装備率(※)に着目して、

上位10、上位20、47すべて、下位20、下位10の都道府県に配分したときに、2011年の日本全体の実質GDPがどれだけ変化するか

推計した。(図1-4、図1-5)

○その結果、情報通信資本装備率下位10の都道府県に配分する場合がGDPの増加が最も大きくなり、上位10の都道府県に配分す

る場合と比べて１兆円以上の差が生じることが分かった。これは、情報通信資本装備率の低い自治体に集中的に資本を配分す

るほうが、限界的な効果が大きいことから、日本全体の実質GDPの増加に及ぼす効果が強いことを示唆している。(図1-6）
(※)情報通信資本装備率は、就業者一人当たりの情報通信資本ストック

１ 情報通信による地域経済の活性化

（１）情報通信による地域経済成長

図1-4 シミュレーションで想定した情報通信資本の蓄積

図1-5 都道府県別情報通信資本装備率(2005年)

1兆円以上の差

図1-6 情報通信資本装備率に着目して情報通信資本の増加分を
配分した場合の2011年の日本全体の実質GDP単純予測値との差

図1-4～1-6 （出典）「ユビキタス化による地域経済成長に関する調査」
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○世帯については、各項目とも普及率が伸び、地域間格差が縮小傾向にあるものの、ブロードバンド、IP電話については、

変動係数にほとんど変化がなく、地域間格差がそれほど縮小していない。平成19年末における利用率が最も高い地域と最も

低い地域との差分は、ブロードバンドで40.6ポイント、IP電話で17.9ポイントに上る。(図1-7、図1-8)

○企業については、ブロードバンドやインターネット等の基盤となる部分の地域間格差は、世帯に比較すると小さい。また、

ASP・SaaS、ビジネスブログ、SNS、テレワーク等の利活用についてはあまり進んでおらず、地域間格差も大きい 。(図1-9)

図1-7 世帯の情報通信の利用状況と地域間格差
(平成16年末と平成19年末との比較)

１ 情報通信による地域経済の活性化

（2）地域間デジタル・ディバイドの解消

図1-8 世帯の情報通信の地域別利用状況
(平成19年末)

図1-9 企業の情報通信の利用状況と地域間格差
(平成16年末と平成19年末との比較)

図1-7～1-9 総務省「通信利用動向調査」により作成
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○全国の自治体のICTシステムの活用状況について、行政分野(８分野)ごとに、システムの機能(各分野７項目、交通・観光

分野は６項目、合計55項目)や導入時期に応じて得点化(※)し、ICT総合活用指標を作成した。1,748の市区町村では、550点満

点中、最高点が430点、最低点が0点、平均点が80.4点であり、非常に先進的な取組を行っている自治体がある一方、多くの

自治体ではICTを十分活用している状況ではないことが分かる。(図1-10)

○ICTの活用状況を都市区分別に見ると、政令市等規模の大きな自治体ほど平均点が高く、ICTの活用が進んでいる傾向にあ

るが、ICT総合活用指標の上位に位置している市区町村を見るとそれ以外の市や町村にも、先進的な取組を行っている自治体

が見られる。(図1-11、図1-12)
(※)それぞれのICTシステムについて、2006年以前の導入を10点、2007年以降の導入を8点、未導入を0点として得点化。

図1-10 ICT総合活用指標の分布

図1-11 ICT総合活用指標の都市区分別分布状況

１ 情報通信による地域経済の活性化

（３）地域の情報化による地域活性化（ICTの活用状況）

順位 市区町村名 得点

１ 神奈川県藤沢市 430

２ 大阪府枚方市 346

３ 大阪府大阪市 340

４ 広島県広島市 318

５ 兵庫県西宮市 316

６ 愛知県名古屋市 300

７ 広島県三次市 292

８ 福島県須賀川市 284

８ 京都府京都市 284

１０ 北海道長沼町 276

図1-12 ICT総合活用指標上位市区町村

※網掛けは、政令市、中核市、特例市以外の市及び町

図1-10～1-12 （出典）「地域の情報化への取組と地域活性化に関する調査研究」
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○自治体の主な行政分野ごとのICTシステムの活用状況をICT分野別活用指標として表し、高齢化市区町村や過疎地域を含

む市区町村とそうでない市区町村を比較すると、医療、福祉・保健等の分野では、ICTの活用状況にあまり差がないが、

行政サービス、教育・文化等の分野では、その差が大きくなっている。また、離島を含む市区町村では、含まない市区町

村と比較して、すべての分野においてICTの活用が進んでいる。(図1-13)

○また、主成分分析を用いた分析結果においても、福祉・保健、医療分野及び産業・農業、交通・観光分野に集中して

ICTを活用している自治体の４割以上が過疎、高齢化市区町村であることが分かった。(図1-14)

図1-13 自治体の属性別に見たICT分野別活用指標 (偏差値に変換)

１ 情報通信による地域経済の活性化

（３）地域の情報化による地域活性化（地域の弱みの克服とICTの活用）

図1-14 市区町村の分類（福祉軸×地域活性化軸）

（※）図1-14は、統計的手法である主成分分析を用いて、ICTシステム間の関係の強さ等の構造を示す新たな分析軸と
して、福祉軸、地域活性化軸を抽出し、これらの軸を用いて全国1,748の市区町村をプロットしたもの。縦軸（福祉軸）の
上側に位置する市区町村は、福祉・保健、医療分野に、また、横軸（地域活性化軸）の右側に位置する市区町村は、産
業・農業、交通・観光分野に集中してICTを活用しているという特徴を持つ。

過疎 高齢化

離島 豪雪

第３象限に位置する市
区町村に占める過疎、
高齢化市区町村の割合

18.0％

第４象限に位置する市区
町村に占める過疎、高齢

化市区町村の割合

38.0％

第1象限に位置する市区
町村に占める過疎、高
齢化市区町村の割合

43.0％

第２象限に位置する市
区町村に占める過疎、
高齢化市区町村の割合

27.7％

福祉・保健、
医療分野での
ICT活用度 高

産業・農業、
交通・観光分野での
ICT活用度 高

図1-13～1-14 （出典）「地域の情報化への取組と地域活性化に関する調査研究」
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○情報化担当部署の設置等による推進体制の整備と情報化計画の策定について、共に行っている自治体といずれも行っていな

い自治体を比較すると、ICT活用指標の平均点に２倍以上の差があり、推進体制の整備や情報化計画の策定が、効果的なICTの

活用につながることが分かる。(図1-15)

○広域連携によりICTシステムを開発している自治体では、ICTの活用が進んでいる。このことから、複数の自治体によるシス

テムの共同開発は、効率的なICT活用を進める鍵となるといえる。(図1—16)

○国の支援策は、自治体におけるICTの活用を進める上で有効であるが、国の支援策を利用していても、推進体制を整備してい

る自治体としていない自治体では、ICT活用指標の平均点に２倍程度の差があることから、国の支援策を十分生かすためには、

併せて推進体制の整備が重要である。(図1-17)

１ 情報通信による地域経済の活性化

（３）地域の情報化による地域活性化（ICTの活用の鍵となる要因）

図1-15 ICT総合活用指標
(推進体制×情報化計画×予算割合)

図1-16 ICT総合活用指標
(人口規模×広域連携×予算割合)

図1-17 ICT総合活用指標
(推進体制×国の支援策利用×予算割合)

図1-15～1-17 （出典）「地域の情報化への取組と地域活性化に関する調査研究」
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○ICTの活用に対する自治体の主観的な評価を見ると、すべての分野において、いずれの項目についても「効果があっ

た」との回答が７割を超えている。(図1-18)

○ICT活用効果に対する評価を人口規模別に見ると、人口30万人以上の市区及び30万人未満の市区では、行政サービス分

野の、町村では、産業・農業分野の平均点が最も高く、効果を実感している。これに対し、医療、住民交流の分野では、

平均点が低く、効果を実感していない。これは、これらの分野においては、単にシステムを導入しただけでは効果が発揮

されず、別途、人材面の手当が必要であること等が要因であると考えられる。(図1-19)

１ 情報通信による地域経済の活性化

（３）地域の情報化による地域活性化（ICTの活用に対する自治体の評価）

図1-19 人口規模別に見た各分野のICT活用効果

(※)各分野でICTを活用することにより、①行政コスト削減等の効率性の向上、②新
たな行政サービス提供等の対象範囲の拡大、③情報等の精度の向上、④住民ニーズへ
の対応の時間短縮等の迅速性の向上、⑤情報提供量の増大、の５項目で、「十分効果
があった」と「かなり効果があった」の回答割合の合計を算出

図1-18 各分野におけるICT活用効果
(「十分効果があった」と「かなり効果があった」の回答の合計)

(※)各分野でICTを活用することにより、①効率性の向上、②対象範囲の拡大、
③情報等の精度の向上、④迅速性の向上、⑤情報提供量の増大、の５項目で、
「十分効果があった」との回答を2点、「かなり効果があった」との回答を1点、
その他を0点とし、各分野の得点の合計の平均値を算出

図1-18～1-19 （出典）「地域の情報化への取組と地域活性化に関する調査研究」
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○分野別のICTの活用度合いと各種データとの関係を分析した。例えば、産業・農業分野では、ICTの活用度が高い自治体と低い

自治体を比べると、生産農業所得の減少率に３ポイントの差があり、また、福祉・保健分野では、扶助費の増加率に9.1ポイン

トの差があることから、ICTの活用度と生産農業所得の増加率や扶助費の抑制効果との間に明確な相関関係が見られた。(図1-20、

図1-21)

○行政サービス分野でICTを活用している自治体は、活用していない自治体に比べて、行政情報の公開、行政への住民参画の促

進、行政事務の効率化といった取組を行っている自治体の比率が高くなっており、例えば、重要な政策形成過程での素案の公表

の実施状況や、本庁・出先機関以外での各種証明書の受付・交付状況については、２倍以上の開きがある。(図1-22、図1-23)

１ 情報通信による地域経済の活性化

（３）地域の情報化による地域活性化（ICTの活用状況と地域活性化との関係）

図1-20 ICTの活用状況別に見た農家1戸当たり
生産農業所得増加率 （産業・農業分野）

図1-22 ICTの活用状況別に見た行政サービス等の実施状況（行政サービス分野）

図1-23 ICTの活用状況別に見た住民意見への回答を必須とする規定の設置状況
（住民交流分野）

(※)それぞれの分野におけるICT分野別活用指標を偏差値に変換した値を基準に、産業・農業分野では全国1,175の市区町村を、福祉・
保健分野では全国1,748の市区町村を、また、行政サービスと住民交流の分野では、全国の739市区を、ICTの活用度別に3つに分類

図1-21 ICTの活用状況別に見た人口1人当たり扶助費
増加率と歳出額増加率 （福祉・保健分野）

(※)扶助費は、社会保障制度の一環として自治体が各種法令に基づいて実施する給付や、自治体が
単独で行っている各種扶助にかかる経費（例：社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費） 図1-20～1-23 （出典）「地域の情報化への取組と地域活性化に関する調査研究」
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○情報通信産業は名目国内生産額の約1割を占めており、全産業の中で最大規模の産業であるが、全産業に占める割合はやや

減少傾向にある。しかしながら、実質国内生産額は平成7年以降一貫して増加しており、情報通信産業は、他産業に比べて価

格低下の著しい産業であるといえる。(図2-1～2-3）

○実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与率は平成18年で37.0％となっており、経済成長に対する影響は大きい。(図2-4)

図2-1 主な産業の名目国内生産額（平成18年）

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（１）情報通信産業の成長

図2-4 実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与図2-3 主な産業の実質国内生産額の推移

(※)情報通信産業の寄与率は、実質GDP成長率に占め
る情報通信産業の寄与度の割合。したがって、平成
18年の実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与率
は、1.0/2.7=0.37

平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

金額（兆円） 93.4 94.2 98.9 98.3 94.8 94.6 94.1 94.3 95.2

全産業に占める割合（％） 9.9 10.1 10.4 10.5 10.4 10.4 10.2 9.9 9.8

図2-2 情報通信産業の名目国内生産額の推移

図2-1～2-4 （出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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○情報通信関連の日本市場の大きさは世界市場の1割程度であり、かつ、成熟度が高く、成長率も鈍化している。(図2-5)

○成長持続のためには、今後成長が見込まれるアジア太平洋及び中東・アフリカ・東欧・中南米地域への展開が重要であ

る。(図2-6)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（２）情報通信産業の競争力の現状（地域市場シェアと成長性）

図2-5 世界の情報通信関連市場の地域別割合
（2007年）

図2-6 世界の情報通信関連市場の地域別成長率
（2005-2007年平均）

※半導体デバイスでは、中東・アフリカ、東欧は「西欧」に、中南米は「北米」に含む

■中南米、東欧、中東・アフリカ市場の違いとしては、以下の特徴が見られる
－モバイル通信サービス、モバイル通信端末・機器、固定通信サービスにおいては、中東・アフリカ市場の成長性が中南米及び東欧市場に比べて高くなっている

（ 2005‐2007年の平均成長率は、モバイル通信サービス：中東・アフリカ39.2%、東欧15.0%、中南米26.5%、モバイル通信端末・機器：中東・アフリカ24.9%、東欧11.2%、中南米‐15.7%、
固定通信サービス：中東・アフリカ9.8%、東欧1.7%、中南米6.7%）
－情報システム関連端末・機器においては中南米及び東欧市場が割合、成長性ともに中東・アフリカ市場に比べて高くなっている

（2005‐2007年の平均成長率は、中東・アフリカ10.1％、東欧21.5%、中南米22.7%）
－上記市場に比べると、その他の市場における中東・アフリカ、東欧、中南米の成長率の差は小さくなっている。

図2-5～2-6 ガートナー資料により作成
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○移動通信キャリアのサービス加入数では、中国キャリアが世界一であるが、売上高では、日米欧の企業が上位を占め

ている。(図2-7、図2-8)

○主要ポータルサイト等について見ると、米国のサイトはグローバルに事業を展開しているが、日本のサイトは海外の

利用者がほとんどない。 (図2-9)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（２）情報通信産業の競争力の現状（我が国のプレゼンス①）

図2-7 世界の主要な移動通信キャリアの
サービス加入数 (2007年末)

図2-8 世界の主要な移動通信キャリアの
サービス売上高 (2006年度)

図2-9 日米主要インターネットサイトの日米欧における
利用者数（2008年1月、家庭からの利用者）

検索及びポータル

ブログ・SNS

図2-7 各社公開資料により作成
図2-8 トムソン・ロイター資料により作成
図2‐9 Nielsen Online資料により作成



14

○地域別企業シェアを見ると、日本は薄型テレビ、DVDレコーダー等の映像機器関連分野や、コピー機、オプトエレ

クトロニクスデバイス（センサー、レーザー等）に強みがある。また、モバイル通信分野では欧州、企業向けルー

ターや情報システム関連分野では北米に強みがある。(図2-10)

○輸出額シェアを見ると、いずれの製品でも中国のシェアが高く、世界の生産拠点としての地位を確立している。た

だし、半導体デバイスでは韓国や台湾等のアジア太平洋地域のシェアが高い。日本は一部の製品以外では10％以下の

シェアである。特に端末・機器ではシェアが5％に満たないものも多い。 (図2-11)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（２）情報通信産業の競争力の現状（我が国のプレゼンス②）

図2-10 情報通信関連市場の地域別企業シェア 図2-11 情報通信関連の地域別輸出額シェア

図2-10 液晶テレビ及びプラズマテレビ、テレビ用液晶及びパソコン用液晶はディスプレイサーチ、DVDレコーダー及びデジタルカメラは富士キメラ総研、その他はガートナー資料により作成
図2-11 World Trade Atlasにより作成
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○日本企業は、国内市場でのシェアが高くなければ国外市場への進出がみられない。これは、国内市場でも競争が激

しいため、1社当たりの事業規模が大きくならず、海外展開を行えるだけの規模の経済性が働きにくいこと等が要因

と考えられる。(図2-12)

○一方、北米企業は、国内市場でのシェアが低くても、国外市場でのシェアが伸びる傾向にある。これは、北米企業

は市場参入当初から世界市場を見据えた事業展開を行っていることが要因であると考えられる。 (図2-13)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（３）情報通信産業の競争力強化に向けた課題（海外進出度と収益性①）

図2-12 自地域内／自地域外別日本企業の市場シェア 図2-13 自地域内／自地域外別北米企業の市場シェア

図2-12～2-13 液晶テレビ及びプラズマテレビはディスプレイサーチ、その他はガートナー資料により作成
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○日本のICTベンダーは、売上高では世界でもトップクラスにあるが、売上高の大きさが営業利益額の大きさにつながっ

ていない。(図2-14)

○米国のICTベンダーは、国内及び海外事業の双方においてバランスよく売上及び営業利益を上げており、営業利益率も

高いのに対し、日本のICTベンダーは、営業利益の８割以上を国内事業が占めており、海外事業の営業利益率が低い。

(図2-15)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（３）情報通信産業の競争力強化に向けた課題（海外進出度と収益性②）

図2-15 日米主要ICTベンダーの売上高及び営業利益額の
国内／海外割合

図2-14 売上高及び営業利益額から見た世界のトップICTベンダー

図2-14～2-15 トムソン・ロイター資料により作成



17

○米国のICT産業をけん引するベンダーの多くが1960年代以降に継続的に創出されてきたのに対し、日本では同時期

以降、世界と競争できるICTベンダーはほとんど生まれていない。 (図2-16)

○企業が継続的に創出され、成長するためには、資金・人材・研究開発面での環境整備が重要である。 (図2-17)

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（３）情報通信産業の競争力強化に向けた課題（情報通信産業を取り巻く事業環境①）

図2-16 世界の主要ICTベンダー（売上高1兆円以上）の設立年 図2-17 我が国事業環境における課題

研究

開発

人材

資金

■エンジェル投資

■ベンチャーキャピタル投資

■公的ファンド

■理工系人材のプレゼンス

■高度ICT人材の不足

■海外人材の受入れ

■大企業とベンチャー企業との関係

■大学研究成果の活用

■政府の役割

■研究開発・知財戦略の一体的取組

※（）は既存企業からの分離独立または事業部統合によって設立された企業

図2-16 各社公開資料により作成
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○米国ICT企業では、理工系人材が優れた経営者として活躍している。米国では大学等が外部企業や投資家とも連携し

た育成プログラムの提供を行っていることから、我が国においても技術と経営の両方に通じた人材育成が重要な課題と

考えられる。（図2-18、図2-19）

○国際特許出願数シェアを見ると、日本は、技術分野全体では世界の16.6％を占めるが、先端ICT分野については全体

と比べて低い傾向にあり、米国と比べても大きく差がついている。将来の競争力向上のためには、より一層の研究開発

力の向上と知財戦略の強化が重要である。（図2-20）

２ 情報通信産業の成長と国際競争力の強化

（３）情報通信産業の競争力強化に向けた課題（情報通信産業を取り巻く事業環境②）

図2-18 米国の新興系ICT企業の創業者経歴 図2-20 ICT分野の国際特許出願数における国・地域別シェア
（2002－2007年）

図2-19 米国の理工系人材への経営教育プログラム例

全国際特許における日本の
シェア（16.6％）図2-18 各種公開資料により作成

図2-19 （出典）「ICT関連企業を取り巻く事業環境と制度に関する国際比較調査」
図2‐20 （出典）「ICT分野の研究開発に関する国際比較に関する調査」
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○日本のインターネット利用者数は、平成19年末で8,811万人(対前年比0.7%増)、人口普及率は69.0%(対前年比0.5ポイ

ント増)と推計される。(図3-1)

○ブロードバンド利用の割合は、平成19年末で6歳以上人口全体の40.6%、自宅パソコンからのインターネット利用者の

79.6%に上る。世代別に見ると、平成16年末と比較して、特に若年層における伸びが大きい。(図3-2)

○携帯インターネット利用の割合は、平成19年末で6歳以上人口全体の55.4%。平成16年末と比較すると、50歳以上の世

代において大きく伸びている。(図3-3)

○ウェブサイトの利用状況について、ショッピングは、世代間の格差が小さいのに対し、映像・音楽の視聴は、若年層

と高齢者層との間で３倍以上の開きがあることから、前者の利用法は、各世代で既に定着しつつある一方、後者の利用

法は、若年層の年代の推移とともに、今後、拡大していくと想定される。(図3-4)

図3-1 インターネット利用者数及び人口普及率の推移 図3-3 携帯インターネット利用状況

３ ユビキタス化がもたらす新たな国民生活

（1）国民生活における情報通信利用の現状

図3-4 世代別ｳｪﾌﾞｻｲﾄｻｰﾋﾞｽの利用状況図3-2 ブロードバンド利用状況
※若年層：20～29歳の学生、

無職及びﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ
勤労者層：20歳以上の会社員・

自営業
家庭生活者層：20～64歳の主

婦と30～64歳の無職及び
ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ

高齢者層：65歳以上（勤労者を
除く）

図3-1～3-3 総務省「通信利用動向調査」により作成
図3-4 （出典）「ユビキタスネット社会における情報接触及び消費行動に関する調査研究」
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○インターネットの普及により、消費行動は「認知」→「興味・関心」 → 「情報収集」 → 「選択肢評価」 → 「購入」

→ 「共有」という新たなプロセスを経るようになっている。

○商品の認知で大きかったテレビの果たす役割が、情報収集及び選択肢評価の段階では小さくなり、代わってインターネット

の果たす役割が大きくなっている。(図3-5～図3-7)

○５年前と比較すると、インターネットで商品を購入する人の割合が急速に増加しており、旅行・チケット、音楽・映像等、

品質が一定で、情報収集から購入決定までインターネットで行える商品群については、その傾向が顕著である。例えば、旅

行・チケットでは、既にその割合が店頭で購入する人の割合を上回っており、音楽・映像では、その割合が３割に達するなど、

店頭の地位を脅かしつつある。(図3-8)

図3-7 過去1年以内に事前に商品の機能や販売店を評価した方法(複数回答)図3-5 商品を知り、興味を持つ契機になっている情報源(複数回答)

図3-6 過去1年以内に購入前に商品内容の詳細や評判を情報収集した方法(複数回答)

３ ユビキタス化がもたらす新たな国民生活

（２）変化する消費行動

図3-5～3-8 （出典）「ユビキタスネット社会における情報接触及び消費行動に関する調査研究」

図3-8 最近1年間で商品購入した際に、
最も利用した購入方法（平成１９年）

(参考) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで
購入したことがある人

の割合(平成14年)
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３ ユビキタス化がもたらす新たな国民生活

（２）変化する消費行動

○インターネットを通した購入体験の共有については、特に若年層の間で広がりを見せつつあり、消費をめぐる情報の

流れが、これまでの企業が消費者に向けて発信する一方向的なものから、双方向的なものに変わりつつある。(図3-9)

○従業員100人以上の企業では、83.6%が自社ホームページを開設し、6.8%がビジネスブログやSNSを開設している。開設

の目的は、商品等の紹介、定期的な情報提供等が挙げられており、インターネットを通じた消費者との新たな接点の確

保に向けた動きが広がりつつあるといえる。(図3-10、図3-11)

図3-10 企業のホームページ開設率及びビジ
ネスブログ、SNS開設率（従業員規模別）

図3-11 企業のホームページ、ビジネ
スブログ、SNS開設の目的(複数回答)

図3-9 若年層において、パソコン・携帯電話のウェ
ブサイトを通して自らの購入体験を他の人に伝え
たことがある人の割合

図3-9 （出典）「ユビキタスネット社会における情報接触及び消費行動に関する調査研究」
図3-10～11 総務省「通信利用動向調査」により作成
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３ ユビキタス化がもたらす新たな国民生活

（３）安心･安全なユビキタスネット社会に向けた課題

○インターネット利用に伴う被害経験について、世帯では、自宅パソコン・携帯電話ともに「迷惑メールの受信」が、また、

企業では「コンピュータウイルス」が、それぞれ最も多くなっている。(図3-12、図3-13)

○フィルタリングソフト・サービスの認知状況、利用状況については、いずれも前年に比べて増加しており、特に携帯電話の

フィルタリングサービスの利用が対前年比14.2ポイント増の21.6%と大幅に増加した。(図3-14、図3-15)

図3-12 世帯におけるインターネット利用に
伴う被害経験

図3-13 企業における情報通信ネットワーク
利用に伴う被害経験

図3-14 フィルタリングソフト・サービスの認知状況

図3-15 フィルタリングソフト・サービスの利用状況

図3-12～3-15 総務省「通信利用動向調査」により作成
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